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●　｢台で数える道路」から

　にん

「人で数える道路」へ

（1億3000万人が道路ユーザー）

●「作ったら使え、使えるように作れ」

（ユーズ重視の道路政策）
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　道路ユーザー（１億３０００万人）

道路関係税の

直接負担者
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１．基本的な考え方

（１）１億3000万人が道路ユーザー

・『道路ユーザー』≠『道路関係税納税者』

・すべての道路ユーザーを満足させる道路行政へ

　と転換が必要

　　だい

・『台』で数える道路行政から

　　にん

　『人』で数える道路行政へ
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（２）既存道路マネジメントが道路行政の原点

・道路ユーザーとの協働作業による現状理解の共有化

・道路ユーザーサービスの評価と診断システムの

　充実が必要

・既存道路マネジメントを通じ、必要に応じて

　新規事業や改良事業
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協働型道路マネジメントの重要性

既存道路

マネジメント

問題認識

と

方向性

必要に応じて

新規事業

改良事業

ユーザーとの

日常的・即地的な

協働型マネジメント

ユーザーとの

問題の

共有化

ユーザーとの

市民参画型

道路計画プロセス
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現状評価 診　断

●どこが悪いのか？

●主な原因は？

●何を直せば

　よいのか？

必要な施策と
事業の抽出

●メンテ

●改良

●新設

●連携施策

成果の評価

●アウトプット（実績）

●アウトカム（成果）
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協働型マネジメント
～英国のRMS(ルートマネジメントストラテジーズ)の例～

各路線に対する道路利用者のみならず、
　　　　様々な関係団体のローカルニーズを抽出

消防

港湾

住民代表

乗馬ｸﾗﾌﾞ 空港

歩行者・自転車

高速道路庁

政府
自治体

警察

バス事業者

鉄道
運輸会社

商工会議所

道路の｢顧客｣のニーズの抽出

※Ｍ６２における例

環境団体
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アウトカム指標を用いた区間評価
～英国のRMSの例～

区間ごとに目標を設定

ローカルニーズをもとに、区間ごとに評価し、目標を設定

区間Ａ

渋滞　○％削減
事故　○％削減

区間Ｂ

渋滞　○％削減

事故　○％削減

区間Ｃ

事故　○％削減

景観を保護

区間Ｄ

事故　○％削減

騒音防止
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アウトカム指標を用いた区間詳細計画
～英国のRMSの例～

即地主義的な目標に基づく計画策定

目標を達成するための区間ごとの対策計画を策定

区間Ａ

拡幅
Ｐ＆Ｒの実施

区間Ｂ

信号機の設置

区間Ｃ

緑化

区間Ｄ

遮音壁設置

バイパス新設
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みち再生
事業

ボランティアサポー
トプログラム

道普請

今後の道路管理（道路パフォーマンスマネジメント）今後の道路管理（道路パフォーマンスマネジメント）

　○路線の機能　　　○路線の課題
　○路線のための行動
　○路線ごと・地域ごとのサービス目

標を設定
　・安全性　・確実性　・円滑性
　・快適性　・環境の充実
　・道路空間利用

市民等
（国民・企業等）

道路ユーザー
ドライバー、旅客

歩行者・自転車利用者
地域住民、道路占用者　等

「公」と「私」のパートナーシップ型の道路管理
地域住民とのパートナーシップ・官民協働のサービス提供

案の公表
意見の募集

参　

加

地方（各道路管理者）

提言

○ユーザーの視点に立ったサービス目標
（指標・水準）を設定するルールを策定
○全国共通の目標の策定と地域固有の目
標のメニューの提示

国

道路施設の状況
交通特性
沿道土地利用特性
既存の都市計画
沿道地区計画
（騒音）　等

政府の目標
と政策　等

戦略的道路管理計画の策定

ガイドラインの策定

ＣＳ調査、案の公表
意見の募集

運営

計画

実施

実
施

モ
ニ
タ
リ
ン
グ

計画の重点テーマに応じて計画の重点テーマに応じて

官民協働の場を結成官民協働の場を結成

参加が想定される方々：学識経験者、関係
行政機関、NPO、住民代表、利用者代表　

等
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トリップ長と高速道路利用率の関係
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